発展しすぎたASEANの中心国タイランド (タイ・ASEAN、日本企業の事業戦略再構築 バンコクセミナー 2013年8月25日) by 佐山 秀明


































































































































































39発展しすぎた ASEAN の 中心国タイランド
業が多く集まっている地方では若い工員やエンジニアな
どの取り合いが激化しており、その足元を見た組合上部
団体の支持のもと労働争議が頻発している
・企業内組合は数値的にはそれほど激増しているとは思え
ない
・企業内組合の結成数値は（2012労働省労働保護福祉局資
料）
　　2000＝1,084
　　2005＝1,369
　　2007＝1,243
　　2009＝1,194
　　2010＝1,264
　　2011＝1,329
・勝手な推察だが、企業の進出地が東側の工業団地に移っ
たように既存の団地の組合活動が衰退して活発なほうへ
移ったことによるものではないかと思う
・2008年の弊社での労働争議はまだナバナコン団地内でも
要求闘争が活発だったことから、当時は山猫式なストへ
と動いていた。
・労働法には労使双方で要求書を提出可能だが、企業内交
渉で妥結が不可能な際に調停を各県の労働局に申し込
み、それでも妥結不可能な場合、双方のどちらかがスト
もしくはロックアウト決行24時間前に事前通告する規定
になっているが、おおむね労働者側はそういった基本知
識もないため、地域にいる上部団体アドバイザーの指示
に従わず会社前で騒動を起こし始めるのが当時の通例で
あった。
・最近は要求書提出時に残業拒否行動を持って会社側に対
抗措置を取るようで、法的にも強制できない残業拒否で
会社側に折れさせる狙いがある
・サブコンの多様化（組合員ではない、労働争議はない
が、日替わりのような状態のため定着した技術作業は不
可能）
・労働集約型は外国人労働（カンボジア人やミャンマー人
など）者に労働力を求めるも、日系企業でその手段を
とっているところはあまりない。BOI は外国人労働者
の雇用に対して禁止とは言わないが、非常に高いハード
ルを設けている（投資金額や雇用人数など）
・タイローカル企業ではこの外国人雇用はかなり日常的な
ものとされているようで、先に労働争議となったサハ・
ファームのように大量のカンボジア、ミャンマー人を重
宝に使っていた。また先日もイタリアンタイという建設
元請けでタイ人労働者とカンボジア労働者との間で宿泊
所施設内での殺傷騒ぎがあった。
・中央労働裁判所～最高裁判所
 労使交渉などで妥結を見ずストライキやロックアウトに
突入、妥結後に必ずと言って出てくる問題が、首謀者た
ちの処遇であるが、労働組合などがある場合はその組合
幹部の殆どが組合幹部と被雇用者委員の両方を兼務し
「1975年労働関係法52条に被雇用者委員会委員の保護」
という条項で保護されているため労働裁判所の許可がな
い限り解雇、減給、罰則、などを使用者が行うことを禁
じている
・タイの労働裁判は中央裁判所に提訴すると、事前に示談
が行われ、被告原告の前に職業裁判官とともに労働者側
裁判官、使用者側裁判官が同席している労働者側は労働
上部団体から、使用者側は使用者協会からそれぞれ裁判
所が選出する
４ ．失業率の数字の裏側？と人材確保
・アメリカ型経営、日本型経営のどちらにするか
・工員、エンジニアなどはジョブホップを止めることは難
しい
・キーパーソンへの定着を促進するためには、日本人の長
期駐在をまず検討すべき
・経営陣がころころ変わる会社ではその下で働く者も、信
頼度が自ずと低くなる
・トップが変わるたびに方針が変更されるようであれば会
社へのモチベートは低くなるのは当然、おまけにトップ
が変わるたびに労働者側の要求事項も増加する傾向があ
る
・長く勤めさせたいキーパーソンには、それなりの頼りに
なるボスが必要、キーパーソン自らをボスにするには日
本企業はアメリカ型経営を目指すべき
・そうでないのであれば日本人ボスが長くそのタイ人と一
緒にできるような環境を作り上げるべき
・現実的にタイは人材不足となるクラスは工員、エンジニ
アぐらい、実際に大学生の就職は未だに厳しい状況と聞
く。有名大学（チュラロンコン、タマサート、マヒド
ン、カセサート、チャンマイ）などですら卒業後必ず職
にありつける状況とはなっていない。
 タイ企業でも毎年の定期雇用を実施している企業は少な
い、日系でも定期採用はほとんどないとのこと
・定着できない従業員という意味は、18～30歳までの男子
工員、エンジニアがその中心だと思う。
・他社も同様な人材を要求しているゾーンではおのずと競
争が激化するのは当たり前
・年齢ゾーンを広げる、中年層以上の雇用を行ってみる
・女性の雇用数も増やし、女性のエンジニアなどの雇用も
検討すべき
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・最終学歴制限を撤廃する
　誠につたない話を長々とさせていただきましたが、指示
したり、命令を与えたりすることは本来、人種を超えて、
上司と部下という立場で行わなければならないと思ってい
ます。そのためにももっと日系企業に対して今迄の日本人
駐在員のマネージメントという意識のあり方を再考すべき
時が来ているような気がいたします。
